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事業報告概要 

平成２９年度の新設住宅着工戸数は、３年ぶりに減少に転じ、９４．６万戸（対前年度▲２．８％）

となった。２７年度、２８年度に堅調に増加を続けた貸家の着工戸数が、昨年度は▲４．０％と減少

に転じ、僅かずつではあるが消費税率引き上げ後の大きな落ち込みから回復しつつあった持家も

▲３．３％と減少に転じた。 

歴史的な低金利にもかかわらず低迷が続く住宅市場の状況を踏まえ、住宅の省 CO2 化対策の

充実強化と住宅取得・保有環境の改善を柱とする平成３０年度住宅関係予算及び税制改正に関

する要望を昨年７月２８日に取りまとめ、年末までの数か月間、関係省庁及び関係国会議員への

要望活動を精力的に展開した。この結果、住宅税制については、「新築住宅に係る固定資産税の

減額措置の特別措置の延長」、「買取再販で扱われる住宅の取得に係る特別措置の延長・拡充」

等が認められた。昨年末に取りまとめられた与党税制改正大綱においては住宅消費税に関し特段

の言及はなかったが、本年２月２０日に開催された経済財政諮問会議において、安倍総理が消費

増税や東京五輪・パラリンピック後の需要の落込みに備える対策を検討するよう関係閣僚に指示を

行ったことを踏まえ、当連合会の３０年度予算においては消費税対策の検討と要望活動の強化を

図るための措置を行った。 

住宅関係予算については、国土交通省、経済産業省及び環境省の３省連携による住宅省ＣＯ

２対策の充実強化を強く求めた結果、３省の役割分担によるＺＥＨ等整備推進の枠組みが創設さ

れたが、予算規模、シームレスな連携、単年度予算の制約を超えた制度運用等の点について引き

続き改善を求める必要があるものとなっている。また、本年４月に運用が開始された安心Ｒ住宅制

度の制度設計に際しては、同制度が市場で有効に機能するものとなるよう住宅生産者の意見を取

りまとめて国土交通省に対応を要請する等の取組みを行い、当連合会の企業会員１０社により構

成される（一社）優良ストック住宅推進協議会が同制度に基づく第１号の事業者団体として登録さ

れた。 

このような毎年度の予算・税制改正要望等に係る取組みと並行して、当連合会ではストック型社

会に相応しい住宅税制の在り方、住宅税制の抜本的見直しの方向性についても検討を重ねてき

た。また、今後の住宅産業界の取組みの方向性を「住生活産業ビジョン」として取りまとめる作業も

継続的に行ってきたところである。 

建築規制等の合理化推進についても１２月１１日に国土交通省に要望を行った。現在、国会に

おいて建築基準法の改正が審議中であり、その中には耐火構造等とすべき木造建築物の対象の

見直し、用途変更に伴って建築確認が必要となる規模の見直し、防火地域等における延焼防止

性能の高い建築物の建ぺい率制限の緩和等、当連合会の要望が反映されたものが含まれており、

改正建築基準法の早期施行が望まれる状況にある。また、主任技術者又は監理技術者の専任配

置要件についても一層の緩和が図られるよう、国土交通省関係局との折衝を継続しているところで

ある。 

昨年１１月９日～１１日にはＩＨＡ中間総会が１２年ぶりに東京で開催され、当連合会はＩＨＡ事務

局と連携しながら中間総会を主催した。中間総会には東アジアからの初参加５ヵ国・６団体を含め、

１１ヵ国・地域から１２団体、９９名が参加し、日本におけるＺＥＨの取組み最新動向、ハウジング・ア

フォータビリティ等のテーマについて講演や討議が行われた。中間総会のプログラムの一環として

アジア・オセアニア会議が開催され、アジア・オセアニア地域におけるアフォータビリティ、労働者問

題等の問題について討議が行われた。 



 

また、今年１月２９日～２月３日に総勢２９名による海外視察研修会を実施し、タイ王国、マレーシ

ア及びシンガポール共和国における住宅事情と国内ハウスメーカーによる事業展開の状況を視察

するとともに、ＩＨＡ会員であるマレーシア不動産協会との意見交換を行った。 

働き方改革に関連して建設業界では建設技術者キャリアアップシステムの構築を進めており、当

連合会は減少と高齢化が進行する大工等の建築技術者の地位向上に向け、キャリアアップシステ

ムの構築と運用に積極的に参画するとともに、週休２日の実現等、住宅業界全体の建築技術者に

係る職場環境や処遇の改善の推進に向けた検討を進めてきたところである。 

このほか、当連合会は各専門委員会を中心に住宅に関する様々な課題の解決に向け積極的

に事業活動を展開した。以下、平成２９年度の主な事業活動について報告する。 

 

会議の開催 

総会 1回 

理事会 ４回 

運営委員会 ９回 

政策委員会 

（うち、コアメンバー会議） 

２回 

（１回） 

① 住生活産業ビジョンＷＧ １５回 

② 住宅政策勉強会 １０回 

③ 成熟社会居住研究会 ６回 

④ ＩoＴ等先進技術開発ＰＴ ９回 

⑤ 広報戦略検討ＰＴ ４回 

専門委員会  

① 住宅性能向上委員会 ４回 

・ＷＧ ６回 

② 消費者制度検討委員会 ４回 

③環境委員会 ０回 

・分科会等 １８回 

④建築規制合理化委員会 ３回 

・分科会等 ３２回 

⑤住宅税制･金融委員会 ４回 

・小委員会 ９回 

⑥国際交流委員会 ９回 

・ＷＧ等 ８回 



 

⑦工事ＣＳ･安全委員会 １１回 

⑧まちなみ環境委員会 ０回 

・ＷＧ等 ９回 

⑨住宅ストック委員会 ６回 

・ＷＧ等 １１回 

【総会】  

定時総会 平成２９年６月１９日（月）  

【理事会】  

第１回理事会 平成２９年６月１日（木）  

第２回理事会 平成２９年６月１９日（月）  

第３回理事会 平成３０年２月９日（金）  

第４回理事会 平成３０年３月１９日（月）   

【運営委員会】 

第２５８回運営委員会  平成２９年４月１１日（火）  

第２５９回運営委員会  平成２９年５月１８日（木） 

第２６０回運営委員会  平２９年月６月６日（火）       

第２６１回運営委員会  平成２９年７月１１日（火）  

第２６２回運営委員会  平成２９年９月１日（金）  

第２６３回運営委員会   平成２９年１１月１４日（火） 

第２６４回運営委員会   平成３０年１月９日（火）  

第２６５回運営委員会  平成３０年２月１３日（火）  

第２６６回運営委員会  平成３０年３月７日（水）  

【政策委員会】 

（１）第７４回 政策委員会 平成２９年７月２８日(金)  

（２）コアメンバー会議 平成３０年３月１日（木）  

（３）住生活産業ビジョンＷＧ 

   第１１回   平成２９年４月１２日（水） 

   第１２回   平成２９年４月２８日（金） 

   臨時開催  平成２９年５月 22 日（月）  

   第１３回    平成２９年６月９日（金）  

     第１４回    平成２９年６月２６日（月） 

        第１５回    平成２９年７月 11 日（火） 

    第１６回    平成２９年８月 4 日（金）  

    第１７回    平成２９年８月３１日（木） 

    第１８回    平成２９年９月１９日（火） 

    第１９回    平成３０年 2 月 9 日（金） 

    第２０回    平成３０年２月２０日（火） 

    第２１回    平成３０年２月 27 日（火） 

    第２２回    平成３０年３月 6 日（火） 

    第２３回    平成３０年３月１２日（月） 

    第２４回    平成３０年 3 月２６日（月） 



 

（４）住宅政策勉強会  平成２９年度テーマ「住宅税制のあるべき姿を探る」 

第１回 ２０１７年４月１９日（水） 

講 師 日本大学経済学部准教授  行武 憲史 

テーマ 生前贈与と住宅取得行動 ～住団連顧客データの分析～ 

第２回 ２０１７年５月１７日（水） 

講 師 日本大学経済学部教授  浅田 義久 

テーマ 
少子化社会での流動性を高める土地住宅税制  ～効率的な土地住宅税

制を考える～ 

第３回 ２０１７年７月７日（金） 

講 師 成蹊大学経済学部教授  井出 多加子 

テーマ 
人口減少時代における不動産税制の方向性  ～低利用不動産の視点か

ら～ 

第４回 ２０１７年７月２１日（金） 

講 師 大阪商業大学経済学部教授  西嶋 淳 

テーマ 固定資産税制度の現状と課題 ～既存住宅ストックの活用に向けて～ 

第５回 ２０１７年９月２１日（木） 

講 師 独協大学経済学部教授  倉橋 透  

テーマ 住宅：今後の見通しと税制への提言 

第６回 ２０１７年１０月６日（金） 

講 師 慶応義塾大学経済学部教授  土居 丈朗  

テーマ 来たる消費増税と住宅税制の対応 

第７回 ２０１７年１１月８日（水） 

講 師 法政大学経済学部教授  小黒 一正  

テーマ 財政・社会保障を巡る現状と課題 ～消費税を中心に～ 

第８回 ２０１７年１２月５日（火） 

講 師 東洋大学経済学部教授  川崎 一泰  

テーマ 人口構成の変化が住宅市場に与える影響と住宅土地税制  

第９回 ２０１８年１月１９日（金） 

講 師 東洋大学経済学部准教授  隅田 和人  

テーマ 住宅価格変動の計量経済分析：住宅ローン減税の住宅価格への影響 

第１０回 ２０１８年３月２２日（木） 

講 師 （公財）日本住宅総合センター主任研究員  原野 啓  

テーマ 
既存住宅流通市場の経済分析 ～なぜ日本では既存住宅が取引されない

のか？～ 

 

 

 

 

 

 

 



 

（５）成熟社会居住研究会 

第１回 ２０１７年４月２５日（火Ａ） 

講 師① 東洋大学ライフデザイン学部人間環境デザイン学科教授 水村 容子 

テーマ① 
スウェーデン「住み続ける」社会のデザイン ～日本の郊外住宅地のハー

ドや暮らしを見つめなおす機会へ～ 

講 師② (一社)高齢者住宅推進機構 事務局長中郡 孝一、企画部長永野 弘子 

テーマ② 
「サービス付き高齢者向け住宅情報システムへの運営情報入力」のお願

いについて 

  第２回 ２０１７年６月２７日（火） 

講 師① 東北工業大学工学部学科長・教授 石井 敏 

テーマ① 
フィンランドの高齢者住宅・施設事例から見る日本のこれから  

 ～日・フィンランドの居住者アンケート結果を交えて～ 

講 師② 積水化学工業㈱住生活サービスグループ担当部長 岸 英恵 

テーマ② コミュニケーションロボットの実証実験開始の概要説明 

 第３回 ２０１７年９月２５日（月） 

講 師 国交省住宅局安心居住推進課課長 石坂 聡 

テーマ 最新の行政情報等について 

 第４回 ２０１７年１２月１日（金） 

講 師① 医療法人悠翔会理事長・診療部長 佐々木 淳 

テーマ① 在宅医療およびフレイル予防の最前線について 

講 師② 住環境研究所市場調査室 嘉規智織 

テーマ② 高齢者の生活価値について 

 第５回 ２０１８年２月１日（木） 

講 師① 明治大学理工学部建築学科教授 園田 眞理子 

テーマ① 

「ごちゃまぜ」をめざして、地域で経済が循環する  まちづくりの可能性 

～超少子高齢化、人口・世帯減少、プレＡＩ期における交代戦への臨み方  

について～ 

講 師② 国交省住宅局安心居住推進課課長 石坂 聡 

テーマ② 高齢者関連を含めて来年度予算案の状況等について 

 第６回 ２０１8 年３月２８日（水） 

講 師① 近畿大学建築学部アンチエイジングセンター教授 山口 健太郎 

テーマ① 
生活・ケアから住まいを考える ～介護付き有料老人ホーム、サービス付き

高齢者向け住宅に期待すること～                      

講 師② 国土交通省都市局まちづくり推進課官民連携室課長補佐 橋口 真依 

テーマ② 
都市経営戦略としての官民連携まちづくり ～「つくる」から「使いこなして、

育てる」まちづくりへ～ 

（６）ＩｏＴ等先進技術開発ＰＴ 

   第１回  平成２９年４月 6 日（木） 

   第２回  平成２９年５月１２日（金） 

   第３回  平成２９年６日１２日（月） 

   第４回  平成２９年７月１３日（木）  

   第５回  平成２９年９月１１日（月） 



 

   第６回  平成２９年１０月２７日（金） 

   第７回  平成２９年１１月２０日（月） 

   第８回  平成２９年１２月２２日（金） 

   第９回  平成３０年２月１９日（月） 

（７）広報戦略検討ＰＴ 

   第１回  平成 29 年５月２３日（火） 

   第２回  平成２９年６月 27 日（火） 

   第３回  平成２９年１１月２９日（水） 

   第４回  平成３０年２月６日（火） 

【専門委員会による講習会活動等】 

 （１）建築省エネ法に関する講習会（住宅性能向上委員会） 

  実施日  H29.10.6～H29.12.14 

  テーマ  外皮面積を用いずに外皮性能・一次エネルギーを評価できる！ 

  会場数等  １２都道府県１５会場 

参加者数  ４１９名 

 （２）産業廃棄物並びに石綿含有建材の適正処理講習会（工事ＣＳ・安全委員会） 

  実施日  H29.7.14～H30.3.9 

  会場数等  １２都道府県１３会場 

参加者数  ６９４名 

（３）建築法規講習会（建築規制合理化委員会） 

実施日  H29.10.20 

テーマ  ＪＩＳと建築法令の係わり 

 

経済対策・税制改正・予算要望活動等 

   平成２９年 8 月から１２月にかけて、国土交通省他関係省庁等に各種要望活動を実施。 

 

調査活動 

（１）住宅景況感調査 

企業会員等の経営者を対象に四半期毎に調査を実施し、調査結果を公表するととも

に、政策提言や税制改正・予算要望等の基礎資料として活用した。 

（２）住宅業況調査 

会員企業等企業会員等の現場営業責任者を対象に四半期毎に調査を実施し、調査

結果を公表するとともに、政策提言や税制改正・予算要望等の基礎資料として活用し

た。 

（３）２０１６年度戸建注文住宅の顧客実態調査 

企業会員及び団体会員傘下の企業を対象に、２０１６年度に請負契約を締結した顧

客の実態調査を実施し、調査結果を公表するとともに、政策提言や税制改正・予算要望  

等の基礎資料として活用した。 

（４）受注動向調査 

大手ハウスメーカー大手９社、大手賃貸住宅メーカー２社を対象に毎月の受注動向を

調査し、政策提言や税制改正・予算要望等の基礎資料として活用した。 

 



 

広報活動 

（１）記者会見 

実施日 内        容 

H29.4.27 経営者の住宅景況感調査報告（４月度） 

H29.6.19 定時総会後の会長・副会長記者会見 

H29.7.31 経営者の住宅景況感調査報告（７月度） 

H29.10.13 ２０１７ＩＨＡ中間総会の実施報告 

H29.10.30 経営者の住宅景況感調査報告（１０月度） 

H30.1.30 経営者の住宅景況感調査報告（１月度） 

（２）ニュースリリース 

実施日 内              容 

H29.5.15 住宅業況調査 第１回報告 

H29.6.9 第１３回「家やまちの絵本」コンクール募集開始 

H29.8.28 住宅業況調査 第２回報告 

H29.8.28 「２０１６年度 戸建注文住宅の顧客実態調査報告書」刊行のお知らせ 

H29.9.4 
「第２９回 住生活月間中央イベントスパーハウジングフェア in 佐世保」

開催のお知らせ 

H29.9.22 高円宮妃殿下のお成りについて「第２９回 住生活月間中央イベント」 

H29.10.13 「２０１７ＩＨＡ(国際住宅協会)中間総会」の開催について 

H29.10.13 第１３回「家やまちの絵本」コンクール審査結果の報告 

H29.11.8 住宅業況調査 第３回報告 

H30.2.20 住宅業況調査 第４回報告 

 （３）ホームページの更新 

毎月ホームページのアクセス状況を把握し、掲載情報を更新。 

（４）機関誌「住団連」の発行・頒布 

会員への情報発信として機関誌「住団連」を毎月１，６００部発行し、会員等へ頒布。 

 

図書等の刊行・頒布                                                  

刊 行 図 書 等 の 名 称（※は新刊） 頒布数 

1. 住団連プレス２０１７年春号  ５３，５２０ 

2. 住まいの性能図鑑※ １１，２５０ 

3. 知って安心住まいづくりのポイント「住宅と税金 ２９年度版」※ ７，２００ 

4. こうすれば助かる！知っておきたい安全作業のルールと知識  １，１８０ 

5. なるほど納得！長期優良住宅のくらし   ９６３ 

6. 住宅性能表示制度における「液状化に関する参考情報の提供」に関する

手引き 
  ６７０ 

7. 知って安心住まいづくりのポイント「地震対策編」   ６６２ 

8. 知って安心住まいづくりのポイント「環境編」   ５７１ 



 

9. Q&A で知る住まいの液状化対策 ２２９ 

10. お得で快適！かしこい「省エネ住宅のくらし」  ２２４ 

11. 低層住宅建築工事 高年齢労働者のための安全ガイド  １５５ 

12. ２０１６年度戸建注文住宅の顧客実態調査※   ７６ 

13. 知って安心住まいづくりのポイント「品確法」 ５０ 

14. ヒューマンエラー防止対策ガイドブック  ２５ 

15. リフォーム安全施工基準（改訂版）  ２０ 

16. その他   ２１ 

合                計 ７６，８１６ 

                   

住生活月間中央イベント事業への協力 

 住生活月間中央イベント実行委員会と協力して以下の事業を実施した。 

（１）第２９回住生活月間中央イベント「スーパーハウジングフェア in 佐世保」 

① テーマ   『いまこそ健康・省エネ・あんしん住宅 

 ～ ココに注目！お得でかしこい住まいの最新性能～』 

② 期  間  平成２９年９月３０日（土）、１０月１日（日）の２日間 

③ 会  場  長崎県佐世保市「アルカスＳＡＳＥＢＯ」１階イベントホール 

④ 来場者数  ４，２１０名 

（２）住生活月間・住生活月間中央イベント合同記念式典  

① 開催日  平成２９年１０月１日（日） 

② 会  場  長崎県佐世保市「アルカスＳＡＳＥＢＯ」４階中ホール 

③ 内  容  住生活月間功労者表彰、家やまちの絵本コンクール表彰 他 

（３）住情報ホームページ「住宅すまい Web」の改訂 

（４）家やまちの絵本コンクール 

① 応募総数  ４９５件 

② 表  彰  国土 

③ 国土交通大臣賞他４賞 

（５）全国の住宅展示場での催事（キャンペーン） 

① キャンペーンちらし、小冊子「いまこそ健康・省エネ・あんしん住宅『住まいの性能図

鑑』」の配布 

② 全国住宅展示場におけるアーチフラッグの掲出 

 

ＩＨＡ関連活動 

（１） ２０１７ＩＨＡ中間総会の開催 

① 会期 平成３０年１１月 9 日（木）～１1 日(土) 

② 会場 経団連会館 

③ 視察 柏の葉スマートシティ 

④ 議題 「日本におけるＺＥＨの取組み最新動向」「ハウジング・アフォータビリティ」 

⑤ 成果 各国の住宅の状況や諸問題等について議論を行い報告  

（２） マレーシア不動産協会との意見交換（第１回） 

① 実施日 平成２９年１１月１４日 



 

② 会場  住宅生産団体連合会 

③ 概要    国際交流委員会を中心として意見交換会を実施 

（３）マレーシア不動産協会との意見交換（第２回） 

① 実施日 平成３０年２月１日 

② 会場  マレーシア不動産協会事務所（クアラルンプール） 

③ 概要     海外視察研究会からの選抜メンバーに加え、マレーシアン出向中の方々       

も参加し、意見交換会を実施 

 

海外視察研修会の実施 

    ハウスメーカー各社の海外における事業展開活動の視察として、海外視察研修会を以下の

とおり実施した。 

① 期  間 平成３０年１月２９日～２月３日 

② 場  所 タイ王国、マレーシア、シンガポール共和国 

③ 参加者数 ２９名 

 

建設キャリアアップシステムの構築への支援 

工事ＣＳ・安全委員会において建設キャリアアップシステムの構築に関する課題や問題点

等の検討を行い、（一財）建設業振興基金が主催する同システム構築に係る「開発準備室」

「作業グループ」「運営協議会」「建設技者の評価のあり方検討会」に対し、継続的に住宅業

界としての要望を行った。 

 

こども霞が関見学デー実施への支援 

   国土交通省が参画する「こども霞が関見学デー」の企画・開催を支援するためのＷＧを立ち

上げ、支援策について検討し、平成３０年度の実施に向けて準備に着手した。 

 


